
契約番号                       
 

売 買 契 約 書 
 
国立研究開発法人理化学研究所（以下「発注者」という。）と                   （以下「受注者」という。）は、両

者間において下記のとおり、売買契約を締結する。 
 
（総則） 

第１条 受注者は、第１号記載の物品（以下「契約物品」という。）を第２号以下に記載の条件により、発注者に売り渡
し、発注者はその対価を受注者に支払うものとする。 
(1) 名称・数量   １式 
 （別紙仕様書及び見積書による。） 
(2) 契 約 金 額 ￥                         － 
 （消費税及び地方消費税の額￥             －を含む。） 
(3) 納 入 期 限 年   月   日 
(4) 納 入 場 所 国立研究開発法人理化学研究所 
 （詳細は発注者の指示による。） 
(5) 支払い方法 月末締切翌月末日払い 
(6) 契約保証金 免除 

 
（契約物品等の搬入及び据付） 

第２条 受注者は、契約物品その他を納入場所に搬入しようとするときは、あらかじめ、搬入予定〔据付工事（調整試験、
試運転等を含む。以下同じ。）を要するものについては据付工事予定を含む。〕を発注者に通知してその承認を得るもの
とし、搬入を完了したとき（据付工事を要するものについては当該工事を完了したとき）は、遅滞なく納品書及びその
他必要な書類を添えて発注者に報告しなければならない。 

 
（検査等） 

第３条 発注者は契約物品の納入後遅滞なく検査を行うものとし、発注者の検査合格の通知をもって、受注者は発注者に
対し引渡しを完了し、契約物品の所有権を移転するものとする。 

２ 前項の検査の結果、不合格となった場合には、受注者は、第８条に定めるところにより責任を負うものとする。 
 
（危険負担等） 

第４条 契約物品について、前条第１項に定める検査合格前に滅失、損傷その他の損害（以下「滅失等」という。）が生
じた場合には、当該滅失等は、それが発注者の責めに帰すべき事由によって生じたときを除き、受注者の負担とする。 

２ 当事者双方の責めに帰することができない事由（天災その他不可抗力を含む。以下同じ。）によって前項の滅失等が
生じ、これにより受注者がその債務を履行することができなくなった場合には、発注者は、契約物品に係る代金の支払
いを拒むことができる。 

 
（履行遅滞） 

第５条 受注者がこの契約の履行を遅滞したときは、その事情により、発注者は受注者より契約金額につき、遅滞日数に
応じ年（365 日とする。）３パーセントの割合で計算した額を遅滞金として徴収することができる。ただし、当事者双方
の責めに帰することができない事由による場合は、この限りではない。 

 
（契約代金の支払い） 

第６条 代金の支払いは、第３条第１項の検査合格後、受注者の適正な請求により、第１条第５号記載の期限内に受注者
の指定する預金又は貯金の口座に振り込む方法により支払うものとする。振込手数料は発注者の負担とする。 

 
（遅滞利息） 

第７条 発注者は、前条の適正な請求を受けて第１条第５号の期間内に支払いを終えなかったときは、当該期間の翌日か
ら起算して、支払いをする日までの日数に応じ、当該未払い金額に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭
和２４年法律第２５６号）に基づく政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率（昭和２４年１２月１２日大蔵省告示第
９９１号）で計算した額を遅延利息として支払うものとする。 

 
（契約不適合責任） 

第８条 第３条第１項の検査合格後、契約物品が種類、品質又は数量に関してこの契約の内容に適合しない（以下、「契
約不適合」という。）場合、発注者は受注者に対し、本件目的物の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行
の追完を請求することができる。この場合において、受注者は発注者の事前の同意を得た方法によって履行の追完をす
るものとする。 

２ 前項に規定する追完の代わりに、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。 
３ 契約不適合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、受注者に対し、前二項の請求をする
ことができない。 

４ 前三項の規定は、第１２条による損害賠償の請求及び解除権の行使を妨げるものではない。 
５ 受注者が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない本件目的物を発注者に引き渡した場合において、検査合格
日後１ヶ年以内に発注者がその不適合を知った場合であって、知ってから１年以内にその旨を受注者に通知しないとき
は、発注者は、その不適合を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をす
ることができない。 

６ 前項の規定は、仕事の目的物を発注者に引き渡した時（その引渡しを要しない場合にあっては、仕事が完了した時）
において、受注者が同項の不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、適用しない。 

７ 発注者は別紙仕様書による保証とは別に、受注者に対して前六項の契約不適合責任を追及することができる。 
 
（契約内容の変更） 

第９条 発注者は、仕様、納入期限その他この契約の内容を、受注者と協議のうえ変更することができる。 
 
（履行の委任、債権譲渡の禁止） 

第１０条 受注者は、発注者の書面による承認を得ないで、この契約の履行を第三者に委託し、又はこの契約により生ず
る債権を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。ただし、次の各号に掲げる者に対して譲渡する場合にあって
は、この限りではない。 
(1) 信用保証協会 
(2) 中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の４に規定する金融機関 
(3) 資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社 
(4) 信託業法（平成１６年法律第１５４号）第２条第２項に規定する信託会社 

 
（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第１１条 受注者は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約金額の１００分の１０に相当する
額を違約金として、発注者が指定する期日までに支払わなければならない。 
(1) 受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」とい
う。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は受注者が構成員である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定
に違反したことにより、公正取引委員会が受注者又は受注者が構成員である事業者団体に対して、独占禁止法第４
９条に規定する排除措置命令又は独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令が確定したと



き。ただし、受注者が独占禁止法第１９条の規定に違反した場合であって当該違反行為が独占禁止法第２条第９項
の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売の場合な
ど発注者に金銭的損害が生じない行為として、受注者がこれを証明し、その証明を発注者が認めたときは、この限
りでない。 

(2) 公正取引委員会が、受注者に対して独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の規定による課徴金の納
付を命じない旨の通知を行ったとき。 

(3) 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の
６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 受注者は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、契約金額の１００分の１０に相当する額の
ほか、契約金額の１００分の５に相当する額を違約金として発注者が指定する期日までに支払わなければならない。 
(1) 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７条の３第２項又は第３項の規
定の適用があるとき。 

(2) 前項第１号に規定する確定した納付命令若しくは排除措置命令又は同項第３号に規定する刑に係る確定判決にお
いて、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 

(3) 前項第２号に規定する通知に係る事件において、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 
３ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることができない。 
４ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、発注者がその
超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

５ 受注者は、この契約に関して、第１項又は第２項の各号のいずれかに該当することとなった場合には、速やかに、
当該処分等に係る関係書類を発注者に提出しなければならない。 

 
（契約の解除） 

第１２条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 
(1) 受注者の都合により解除を申し出たとき又は正当な理由なくこの契約の解除を申し出たとき。 
(2) 受注者が、この契約の全部若しくは一部を履行しないとき又は納入期限内にこの契約の履行を完了する見込みが
ないと認められるとき。 

(3) 前二号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達することができないと認め
られるとき。 

(4) 受注者が次のいずれかに該当するとき。  
イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注者が法人である場
合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。
以下この号において同じ。）が暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。
以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。)又は暴力団員
(暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。)であると認められるとき。   

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力
団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。  

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供給するなど直接的あるいは積極的に暴
力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。  

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められると
き。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 
２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、発注者は受注者より、契約違約金として契約金額の１０
０分の１０に相当する金額を徴収するものとする。ただし、当事者双方の責めに帰することができない事由による場
合は、この限りでない。 

３ 前項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、発注者がその超過分の損害
につき賠償を請求することを妨げない。 

４ 前項の場合において、契約保証金の納付が行われているときは、発注者は、当該契約保証金をもって違約金に充当す
ることができる。 

 
（予期できない事態の発生による契約変更又は解除） 

第１３条 発注者又は受注者は、天災、大規模騒乱、感染症の流行（政府又は地方自治体若しくはこれに準じる政治的部
門・部署・機関により事業活動縮減の要請がされた場合を含む。）その他合理的に予見しがたい事情変更により、この
契約の存続が著しく困難となった場合には、相手方当事者に対し、契約の変更を求めることができる。変更する内容に
ついては、発注者及び受注者が協議して定める。 

２ 前項の場合において、発注者及び受注者の協議が調わないときは、発注者又は受注者は契約を解除することができ
る。 

３ 前二項による契約内容の変更又は契約の解除について、発注者又は受注者は、相手方当事者に対し、損害賠償その他
の責任を負わない。 

 
（機密保持） 

第１４条 受注者は、あらかじめ発注者の書面による同意を得た場合を除き、本契約によって知り得た技術上及び業務上
その他の一切の情報を第三者に漏洩又は他の目的に利用してはならない。 

 
（紛争の解決方法） 

第１５条 この契約について紛争を生じたときは、発注者と受注者とが協議のうえこれを解決するものとする。 
 
（協議事項） 

第１６条 この契約書に定める事項に疑義が生じた場合、又はこの契約書に定めのない事項については、発注者と受注者
とが協議のうえ決定するものとする。 

 
上記契約の証として本書２通を作成し、発注者と受注者が記名捺印のうえ、各々その１通を保有するものとする。 

 
年   月   日 

 
発注者                                             受注者 
 

 
 
 
 

 
 


